
 

 

 

無償化と質を天秤にかけない！ 

給食の無償化をすると質が下がるのではないかと懸念される意見もありますが、新潟市は「給食は子どもたちの心身の健全な発達に

資する生きた教材として食育への活用、食習慣の形成で重要であり、命の大切さ、環境教育など様々な学びに関係し、地域への理解を深

めることにも寄与している」としています。市の給食のあるべき姿を明確にし、必要な栄養や量、地産地消の食材の利用など質の高い給

食はこれからも継続・発展させることを求めました。 

 

 

国は教育無償化に向けた対応で、2026年 4月から小学校段階での学校給食費の抜本的な負担軽減を実施

します。新潟市は国の学校給食費の負担軽減と物価高騰対策の交付金を合わせて小学校の給食費は無償と

します。長年の市民の皆さんの「義務教育は無償、学校給食は無償」の要求や運動、3割を超える自治体で

既に取り組まれている学校給食の無償化などの取り組み、自治体からの要望などにより実現しました。 

しかし、市は「2027年度以降の国の支援基準を超える部分の取り扱いは、保護者負担を基本に今後検討

する」としています。国の支援基準を超える金額は約 5億 6千万円、市の 2026年度予算の 0.13%です。超

える部分は市の財政を使い、継続して無償化をすすめ、子育て支援にとどまらず、憲法が定める義務教育

は無償、教育を受ける権利、子どもの権利条約が掲げる成長・発達権を普遍的に保障するために、学校と

いう場で自治体が用意する給食は無償とするべきです。また中学校給食の無償化、 

アレルギーや不登校などどうしても給食が食べられない児童への支援も求めました。 

2026 年 2月議会一般質問 

について紹介します 

ご相談・ご要望は 日本共産党新潟市議会議員団 鈴木 映(えい)  まで 

連絡先：025-226-3450(市議団控室) 携帯：070-3132-8571 メール：lingmuying52@gmail.com 
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2026年度 小学校の給食が無償となります！ 

市営住宅について 
賃貸住宅に住んでいる方が物価高の中で今の年金、賃金では家賃を払うのに大変苦労するという生活相談を複数受けました。今後、物

価高や保証人の関係など住居確保が困難になることが懸念される中、家賃が低額で保証人なしでも入れる市営住宅の重要性は高まると

考えます。しかし市営住宅の空き家は年々増えています。提供できる空き家を用意するためには修繕が必要ですが、ここ数年空き家の修

繕戸数など減少傾向。一般抽選会の倍率は約 3.9倍です。修繕費を増やして、提供できる戸数を増やすことを求めました。さらに、風呂

設備のない市営住宅の設置に関する支援、共益費について空き家が増えると入居者の負担につながることについて改善を求めました。 

望まない妊娠等について 部活動の地域展開について 

新潟市で乳児の遺体が発見される出来事がありました。

詳細は分かりませんが望まない妊娠だった可能性がありま

す。望まない妊娠を防ぐために学校での包括的性教育を強

化し、人間の生理や生殖、避妊についての科学的な知識、

互いを尊重し合う人間関係を築く方法、自分の心や体を傷

つけるものから身を守るすべ、相談窓口やつながる場所の

情報、ジェンダー平等などを十分に学び、知識を身につけ

ることを求ました。さらに２月に緊急避妊薬が薬局などで

購入可能となったことを受け、広く周知すること、性教育

の内容にも取り入れることを求めました。 

2026 年度から部活動の地域クラブ活動への展開に関して改革実行期

間が始まります。国は総合的なガイドラインを示し、改革の方向性の留

意事項に、「家庭の経済格差が生徒の体験格差につながることのないよ

う、経済的に困窮する生徒への支援については確実に措置を行うこと

が必要。」としています。中学生の子どもを持つ保護者の方や地域の方

から移動手段も含めて物理的・金銭的に 

地域クラブ活動を続けていけるか不安の声 

を聞いています。スクールバスなど移動手段 

の検討も含め、地域クラブ活動に関する費用 

の負担軽減のための支援を求めました。 
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白山エリアのスポーツ再編事業・アリーナについて 

 

新潟市夜間中学開校に向けて 

街区単位の液状化対策は個人負担ゼロへ 

２月議会 日本共産党代表質問 

 復興基金のない富山県も住民負担ゼロと決めました。全国で住

民負担を求めているのは新潟市だけです。県への支援のはたらき

かけなど住民負担をゼロにすること、100%の住民同意を求めるこ

とはやめよ、と求めています。 
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鈴木 映(えい)市政報告  日本共産党新潟市議会議員団 表面もご覧ください。 

JR東日本駅前万代口再開発 

ワンルームマンション、駐車場などに税金 32億円 

◆憲法改憲発言について  

衆院選挙戦のさなか、高市首相が改憲を訴えたのは上越市の屋

内での演説会 1 回だけでしたが、選挙が終わったとたん改憲への

意欲を示しました。憲法 99条で首相には憲法 

尊重擁護義務が課されています。96条の手続き 

は改憲の前提として国民の圧倒的多数の合意が 

成熟していることを求めています。平和、くらし、 

人権のために憲法は守り活かすことが求められます。 

◆原発を再稼働させることについて 

東電福島第 1 原発の事故から 15 年がたちます。「収束」とは

程遠く、いまなお「原子力緊急事態宣言」下にあります。もし事

故が起ればいのちも生活もふるさとも奪われる。このような技

術が、持続可能なエネルギーであるはずはありません。原子力発電

はただちに廃絶されなければなりません。 

 日本共産党市議団も長年要望してきた 

県内初めての公立夜間中学が 2027年度 4月 

に開校予定です。日本語の不得意な生徒に 

対しても学習支援を行う体制を検討しています。関係団体と連携

し広く周知し希望者が誰でも入学できるように準備を整えること

と、広く市民の要望を取り入れ、柔軟な対応を求めました。 

市は 2026 年度から新潟駅万代口東地区の JR 東日本が行う

再開発に税金を投入することを発表しました。総事業費 169

億円のうち市の公費支出は 32億 8千万円となる予定です。議

会でオフィスビルに隣接するワンルームマンション建設、駐

車場建設になぜ税金を投入するのか、その根拠はなにかと質

しました。 

市は白山エリアスポーツ施設再編プロジェクトチームを 2月に設置

し、アリーナの新設を核とし本格的に進めるとしています。2月の記

者会見で収容人数は 8000人前後と想定しています。事業費は 300億円

前後が想定され、順調に行っても建設期間は 10年程度かかります。 

日本共産党新潟市議会議員団の論戦 (１２月・２月議会) 

物価高騰による負担軽減を求めました 

 物価高騰が市民のみなさんの生活と事業者の経営に重い

負担となっています。国の重点交付金を活用して真に困っ

ている医療機関、介護施設、福祉施設、中小企業への支援

や給食費への補助、ひとり親家庭への支援を求めました。 

医療、保育、介護、福祉施設等への光熱水費高騰分、材料

費助成、学校給食への支援が実現しました。 

 

西堀ローサ全面改修費用に１３０億円 

 
 旧西堀ローサの地下 1階・2階の全面改修にかかる費用は約

130億円です。実現可能性調査の収益シミュレーションでは駐車

場、商業、オフィス、行政機能、倉庫、どの組み合わせでもマイ

ナスという結果でした。今後 1年程度かけて専門家による検討会

議で都市計画、防災、景観、歴史など多様な観点で方向性を検討

するとしています。市民の声を聞く機会を作り、実現可能性調査

の厳しい結果を十分に考慮することを求めました。 

◆大軍拡予算について 

2022年閣議決定された安保 3文書で、5年間で 43兆円という大

軍拡計画が作られました。専守防衛としていた自衛隊に、敵基地攻

撃が可能な長射程ミサイルを導入する費用約 8 兆円が含まれてい

ます。新年度予算で防衛費は過去最高の 9 兆円。教育費の 2 倍で

す。22年度から毎年 1兆円ずつ増やしています。財源として 2027

年 1 月から所得税額に 1%を上乗せして課税される予定です。軍拡

の為の増税の始まりです。強化すべきは軍事力ではなく平和外交

力です。今増額すべきは軍事費ではなくくらしの為の予算です。 

◆介護保険の見直しなどについて 

2025 年 10 月に次期見直しで、利用料 2 割負担の対象を拡大す

る、ケアプラン作成を有料化するなどの負担増、要介護１・２の生

活援助サービスを保険給付から外す案が検討されています。介護

保険の見直し案における介護保険外しと負担増の中止を強く国に

求めるべきです。 

 

日本共産党市議団として白山エリアへのア

リーナ建設については、①多額の費用が掛か

ることが想定されることや全県的な機能を有

することから県立か民設民営で建設するこ

と。②陸上競技場のサブトラック、雨覆いト

ラックの機能を残し、市体育館の役割を鳥屋

野体育館が果たしている役割と合わせ機能を

維持できる環境整備をすること。③広く市民

の意見を反映する場を設け、社会的効果と市

財政負担のあり方など学術的に検討する有識

者検討会を設けること。を求めました。 

 

 


